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型（institution-based rehabilitation： 以 下IBR） が
採用されてきた。IBRは、主に先進国において発展
してきたものであり、専門性の高いサービスを期待
できるものの、コストの高さ、サービスを受けら
れる対象者の範囲の限定性といった課題を抱えて
いる。今後の我が国の見通しを考えると、経済発
展と人口増加を前提としたIBRを推進することは現
西村健一：過疎地域におけるインクルーシブ教育システム構築の課題と展望 －133－
実的ではないだろう。そこで、IBRの対極にある地
域社会に根差したリハビリテーション（Community-
based rehabilitation:以下CBR）の重要性が増してく
る。CBRは、すべての障害のある人の機会の均等と
社会への統合を目指す地域社会開発のための戦略で
あり、共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育
の理念と通ずるものがある。過疎地域におけるイン
クルーシブ教育を実現していくためには、CBRを実
践していくことが必要である。
　CBRを実施する過程では、地域の実情に応じて社
会的・人的資源を掘り起こしながら、新たな地域シ
ステムの再構築が行われる。過疎化した地域の学校
においては、特別支援教育コーディネーターや管理
職のリーダーシップのもと、社会資源を取り込みな
がら合理的配慮を実施できる教育環境を整えていく
必要があるだろう。
　しかし、社会資源が少ない地域において、合理
的配慮の実施に必要となる専門的な知見や技術が
不足する場合が出てくる。そこで、IBRとCBRの両
方にも属さないサービスの提供形態である、巡回
（outreach）という方略が必要となる。現在は、特
別支援教育において巡回相談という仕組みが整備さ
れており、要請に基づいて各種専門家が幼稚園や保
育所、小・中学校に赴いて助言等を行っており成果
を上げている。
　しかし、この巡回相談には利点だけではなく欠点
もある。中西（1997）は巡回の特徴を「利点は、質
の高いサービスが提供できること、専門家が地域社
会のニードを直接感じて啓発されることであり、欠
点はサービス受益者の数が限られていること、経費
が高くつくこと、地域社会が関与する場面がほとん
どないので社会的変革を期待できないことにある」
と述べている13）。実際に離島やへき地に巡回相談を
実施する場合、目的地までの移動だけでも時間を要
することが多く、派遣元においても負担が大きい。
そこで、巡回の利点を継承し欠点を補う新たな方略
が必要となってくる。
　西村（2015）（2016）が報告したICTを活用した
研修システムは、IBR、CBR、巡回のいずれにも属
さないものである14）15）。しかし、ICTを活用した研
修システムは、巡回サービスと同じ利点があり、質
の高いサービスが提供できるだけでなく、専門家が
地域社会のニードを直接感じて啓発されることも可
能である。近年は、ICT教育の隆盛に伴い、学校の
インターネット環境は整備され、学校教員のICTス
キルも向上している。また、ICTを活用した研修シ
ステムは、巡回サービスにおいて指摘された欠点も
解決することが可能である。すなわち、インター
ネット会議システムを利用すればサービス受益者の
数は増加し、経費は既存のインターネットシステム
を活用することで格安になり、研修の参加者同士
でやりとりを行う仕組みを作ることで関与を引き
出すことができるのである。西村（2015）は必要
に応じてインターネット等を活用して地方が遠方
の専門家とつながるシステムをDBR（district-based 
rehabilitation）と定義している14）。
　ただ、このDBRにおいても課題がある。たとえば、
DBRにおいては、助言をする専門家においても慣れ
が必要である。また、実際に対面ではないという状
況から、コミュニケーションにおいてもやりにくさ
を感じる場合があるかもしれない。ICTに関するス
キルの修得が必要なのである。さらに、小・中学校
側と専門家のスケジュール等を調整するコーディ
ネーターの役割も増加するであろう。西村（2015） 
（2016）の場合は、地域の教育委員会がリーダーシッ
プを発揮し、コーディネーター役を果たすことで
DBRを実現していた14） 15）。関係機関の綿密な連携が
DBRの実現には必要である。
　今後、DBRを地域に定着させるためには、協力し
てくれる専門家の確保や研修の仕組みや意義を共通
理解するなど、一定の準備期間が必要になるだろう。
逆説的にいうならば、将来、過疎化する見通しの地
域においては、DBRを早期から取り組むことが望ま
れる。
　過疎地域においてインクルーシブ教育を実現する
ためには、まず既存の校内委員会や特別支援教育
コーディネーターを活用しながら、学校自体の特別
支援教育力を伸長していくことが大切である。同時
に地域の社会資源を見直し、実情に応じて新たなシ
ステムを構築している必要性もあるだろう。また、
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巡回相談など既存のシステムを利用ながら、専門的
な知見を活かした合理的配慮を実現していくことが
望まれる。それらに加えて、インターネットなどを
活用したDBRを併用していくことで、過疎地域にお
ける研修や社会資源の不足という現状を解決するこ
とが可能となるであろう。これら、複数の方略を組
み合わせることができれば、過疎地域におけるイン
クルーシブ教育の理念を体現化することに近づくと
考えられる。
４．おわりに
　本論では、専門施設や専門家の少ない離島やへき
地の特別支援教育の現状や課題を明らかとしたうえ
で、社会資源の少ない地域におけるインクルーシブ
教育の推進の展望を行った。
　山崎（2016）は、「これからの日本において過疎
化していく地域は縮小していくのではなく、縮充し
ていくべきである」と述べたうえで、今後地域を活
性化していくためには一人ひとりが参加することが
重要であるとしている18）。特に過疎化している地域
においては、障害の有無にかかわらず参加可能な共
生社会の実現が求められているのである。
　これからの特別支援教育においても、関係者が参
加しやすい仕組みを整えていくことが大切になる。
仕組み作りにおいては、近年普及したICTを活用す
ることは必須であろう。共生社会の実現に向けて、
時代の趨勢をふまえた仕組みを作ることが、過疎化
する地域のインクルーシブ教育を推進することにな
るであろう。
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